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１．はじめに 
 
本研究は，我が国の幼保施設（幼稚園，保育所，認定

子ども園）の災害リスク認知と防災対策を調べた．乳幼

児・児童は，理解力や判断力が乏しいことから，その養

護は施設を管理・運営する自治体や施設に委ねられる部

分が大きい．東日本大震災以降，保護者は子どもの安全

に関心を強めており，幼保施設の防災力が向上すること

を期待している1), 2)．例えば，ミドリ安全1)が，2014年7月
に母親500名を対象に行った調査によれば，「お子様の通

っている保育園・幼稚園では防災対策は十分だと思いま

すか」という問いに対して「十分ではないと思う」とい

う回答が43.2%だった．同様に，ベネッセ次世代育成研

究所2)が，2011年5月に，母親約3000名を対象に行った調

査の結果によれば「園の施設・設備の安全対策を進めて

ほしい」という要望に対して「とてもそう思う」という

回答が30.3%だったことが報告されている．このように，

保護者は，幼保施設の防災対策が充実することを期待し

ているが，これを実現するためには，幼保施設の防災対

策の実態を明らかにすることが必要である． 
近年，幼保施設で作成・利用されている防災マニュア

ルの内容を調べた研究が行われている3), 4)．例えば，清

水・千葉3)は，2014年1月から2月に，全国の幼保施設の

防災マニュアルの内容を調べた．この調査は，全国の

1,863施設を対象に実施され，561施設から回答を得た

（回収率30.1%）．その結果，（1）防災マニュアルの約

8割が地震を想定したものであること，（2）地震対応マ

ニュアルの約7割が「地震発生から保護者への引き渡しま

でを見通したマニュアル」であること，（3）「避難訓練」

「災害時の職員の役割」「避難場所への誘導方法」「保

護者に対する連絡方法」は約8割のマニュアルに記載され

ているが，「避難している間の過ごし方」「災害後の子

どもの心のケア」は，約2割のマニュアルにしか記載され

ていないこと，（4）保育所のほうが幼稚園よりも防災対

策の内容を多く記載していることが明らかにされた． 
同じく，本多・村松4)は， 2015年10月から11月に，山

梨県にある全ての幼保施設（287施設）を対象に，防災マ

ニュアルの内容を検討する調査を行い，161施設から回答

を得た（回収率56.1%）．この調査では，回答者は，施

設で使用している防災マニュアルを参照しながら，58 項
目の防災対策の実施状況をチェックした．その結果，（1）
災害時の心のケア対策を記載している施設は少数である

こと，（2）保護者への子どもの引き渡しに関係する防災

対策は重視されているが，（3）平常時にどのように安全

管理を行っているか，非常時に備えて物資をどの程度備

蓄しているのか，非常時にはどのような組織体制でどの

ように対応しようとしているのかに関する情報は保護者

には提供されていないことが明らかにされた． 
二つの調査結果3), 4)は，保育所は幼稚園よりも防災マニ

ュアルの内容が充実していること，災害時の心のケアは

防災マニュアルには記載されていない点が共通している．

したがって，幼保施設の防災対策の課題のひとつは，災

害時の心のケアまでを考慮した防災マニュアルが準備さ

れてはいないことである．そして，本多・村松4)の調査

は，幼保施設は防災対策に積極的に取り組んでいるが，

その内容の一部が保護者に周知されていない，という情



 

 

2 
 

報共有に課題があることを示唆している．この知見は，

先に紹介したベネッセ次世代育成研究所が行った母親を

対象にした調査で「緊急時の園の対応方針を保護者と共

有してほしい」という要望に対して「とてもそう思う」

という回答が27.1％得られたこと2)，そしてミドリ安全の

調査において，保育所・幼稚園の防災対策を「把握して

いない」と回答した母親が25.8%いたという結果1)と整合

する． しかしながら，本多・村松4)の調査は，山梨県の

幼保施設のみを対象したものであることから，知見を一

般化するためには全国調査を行う必要がある．  
以上の議論に基づき，本研究では，本多・村松4)が作

成した幼保施設の防災対策の内容を検討する尺度を用い

て全国調査を行った．当該尺度は，高知県の「保育所・

幼稚園等防災マニュアル作成の手引き」5)と山梨県の

「非常災害時に対する具体的計画（マニュアル）作成時

に盛り込む内容（例）」6)のチェックリストを参考に作

成された．高知県と山梨県では地理的な特徴等が異なる

が，特定の災害に特化した項目が含まれてないこと，本

多・村松4)の調査で同尺度の信頼性が確認されているこ

とから，本研究で用いることが妥当であると考えた． 
さらに，本研究では，我が国の幼保施設がどのような

災害リスクを想定しているのかを調べることで，防災対

策だけではなく，幼保施設の災害リスク認知についても

検討した．清水・千葉3)は，災害別のマニュアルの有無

を調べた結果，地震以外の災害についてマニュアルを準

備している施設は30%程度であること，それには施設の

タイプによる違いはないことを報告している．幼保施設

の災害リスク認知を調べることで，幼保施設が地震以外

の防災マニュアルを用意しないことに関する知見が得ら

れるかもしれないと考えた． 

そして，本多・村松4)は，地域連携活動を行っている

施設，責任者が心理学に関心がある施設，避難訓練の実

施回数が多い施設，備蓄物資の量が多い施設，園児の人

数が多い施設は，防災マニュアルに記載される内容が多

くなることを報告している．さらに，元吉ら7）は，ベネ

フィット認知やコスト認知などの災害に対する態度が地

域防災意図に寄与することを報告している．幼保施設の

防災対策に寄与する要因を明らかにすることは，幼保施

設の防災力の向上にとって有益な知見を供給することか

ら，本研究では， 幼保施設の防災対策に寄与する要因に

ついても調べることにした． 
 

 

２．方法 
 

（1）対象者 

順悠社が作成した平成 29 年 5 月 1 日基準の学校住所録
8)から系統抽出法で無作為抽出した全国 4,200 施設の施設

長を対象とした．内訳は保育所 2551 施設，幼稚園 1097
施設，認定こども園 552 施設であった．この施設数は全

国の幼保施設の約 11％に相当した． 

 
（2）質問紙 

（a）幼保施設の防災対策の内容に関する項目，（b）
災害リスク認知に関する項目，（c）幼保施設の基本情報

に関する項目，（d）施設長の基本情報と災害に対する態

度に関する項目，そして（e）自由記述から構成した． 
a) 防災対策 

 本多・村松 4)が作成した幼保施設の防災対策の内容を

調べる尺度を使用した．同尺度は， 1.「災害想定の把握」

3 項目，2.「防災対応組織」5 項目，3.「施設のスタッフ

の参集基準と連絡体制」5 項目，4.「関係機関との連絡体

制」4 項目，5.「平常時の防災教育」5 項目，6.「平常時

の避難訓練」10 項目，7.「施設内避難経路図と防災マッ

プ」6 項目，8.「平常時の施設の安全管理」4 項目，9.
「備蓄物資と非常時持ち出し品」5 項目，10.「災害発生

後の対応と保護者への引き渡し」6 項目，11「災害時の

心のケア」5 項目から構成されており（11 カテゴリー，

全 58 項目），施設で使用している防災マニュアルを参照

しながら，全 58 項目の防災対策の実施状況について，

「はい」「いいえ」の 2 件法で回答する形式だった． 
b) 災害リスク認知 
災害対策基本法 9)では「暴風，竜巻，豪雨，豪雪，洪

水，崖崩れ，土石流，高潮，地震，津波，噴火，地滑り

その他の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発

その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政

令で定める原因により生ずる被害」を「災害」と定義し

ている．本研究では，この定義をもとに，それぞれの自

然現象が幼保施設に被害を及ぼすリスクがあるかを施設

長に評価してもらった．具体的には「回答者様の施設に

被害を及ぼす可能性がある災害のリスク（危険性）につ

いて質問させていただきます．」と教示し，暴風，竜巻，

豪雨，豪雪，洪水，崖崩れ，土石流，高潮，地震，津波，

噴火，地滑り，大規模な火事，原子力災害のそれぞれの

現象が施設に被害を及ぼすリスクがあるかを「ある」

「ない」の 2 件法で回答した． 
c)幼保施設の基本情報 
質問項目は，施設のタイプ，施設の所在地，園児の人

数，避難の際にスタッフの配慮が必要な園児の人数，ス

タッフの人数，スタッフが施設の所在地に居住している

割合，地域連携活動の有無，災害避難場所の指定の有無，

被災経験の有無，臨床心理士との連携経験の有無，避難

訓練の実施回数，備蓄物資の量だった． 
d)施設長の基本情報と災害に関する態度 
質問項目は，勤続年数，施設長になってからの年数，

災害に対する関心の有無，心理学に関する関心の有無，

そして，元吉ら 7)が作成した災害に関する態度尺度から

構成した．元吉ら 7)の尺度は，地域防災行動意図と規定

因を調べるために使用された，ベネフィット認知（「地

域のみんなで災害に備えれば，災害が起きてもうまく対

処できるだろう」など 3 項目），コスト認知（「災害に

備えて地域で防災活動をするのは大変だと思う」など 3
項目），主観的規範（「私は，知り合いの人から，地域

の防災活動に参加してほしいと思われている」など 2 項

目），社会考慮（「自分が暮らす社会全体のことについ

て考えることがある」など 3 項目），コミュニティ意識

（「近所の皆さんとのつきあいは多いほうだと思う」な

ど 3 項目），地域防災意図（「自分の住む地域について

の防災の勉強会があれば，私もぜひ参加したいと思う」

など 3 項目）を使用した．同尺度は，住民基本台帳より

二段階層化抽出を行った一般市民（平均年齢 57.1 歳）の

回答結果をもとに作成された尺度である．本研究では，

（1）幼保施設の施設長の災害に対する態度を測定するた

めに特化した尺度が存在しないこと，（2）幼保施設の施

設長も一般市民であること，（3）元吉ら 7）と比較する

ことで，施設長の災害に対する態度の特徴が把握できる

こと，などの理由から同尺度を使用した．同尺度は 5 件

法（「全くそう思わない（1）」，「あまりそう思わない

（2）」，「どちらでもない（3）」，「ややそう思う
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（4）」，「非常にそう思う（5）」）で回答した． 
e)自由記述 
施設独自の防災対策の工夫や特色ある取り組みを記入

する欄と防災対策に関する悩み事を記入する欄を設けて

自由記述を求めた．本稿では結果報告を割愛する． 

 
（3）時期 

2017年 11月 25日に質問紙を発送し，2018年 2月 15日
までに返送された回答を分析対象とした． 
 

（4）手続き 

順悠社が作成した平成 29 年 5 月 1 日基準の学校住所録
8)から系統抽出法によって 4200 施設を無作為抽出して質

問紙を郵送した．質問紙の表紙には，この調査は全国の

幼保施設における防災対策の現状を調べるために実施さ

れること，回答は施設長にご協力を頂きたいこと，回答

は統計的に処理されるので，個人や施設が特定されるこ

とはないことを明記した．調査への回答は無記名式であ

った．依頼文と返信用封筒を同封した． 

 
 

３. 結果 

 
2018 年 2 月 15 日までに 1,182 施設からの回答が得られ

た（回収率28.1％）．そのうち，3施設は，施設長以外が

回答していたことから，以降の分析からは除外した．し

たがって，分析対象は1,179施設であった．認定こども園

には保育所型，幼稚園型，幼保連携型，地方裁量型があ

るが，過去研究 3), 4)と同じく，まとめて分析した． 

 
(1) 幼保施設のタイプと防災対策 

施設のタイプの質問項目と本多・村松 4)の尺度への回

答に不備がなかった 972 施設の回答を分析した（保育所

573 施設，幼稚園 236 施設，認定こども園 163 施設）．   
幼保施設のタイプと防災対策の実施率を表 1 に示す．

実施率は各質問項目に対する「はい」の回答数を施設数

で割ったものである．χ2 検定によって，幼保施設のタ

イプと防災対策の実施率を比較したところ，58 項目中 35
項目で有意差が認められた（ps < .05）．残差分析を行っ

た結果，防災対策を実施している施設数が他の施設より

も有意に多かったのは，保育所 29 項目，幼稚園 5 項目，

認定子ども園 1 項目であった（表 1 で灰色塗りつぶし）． 
 

表 1 幼保施設のタイプと防災対策の実施率 

質問項目 保育所 幼稚園 子ども園 χ2 

1. 「災害想定の把握」について質問させて頂きます．     

1. 施設の防災対策を検討するうえで，災害想定の把握（どんな被害に遭い

やすいかなど）が行われていますか． 
96.0% 92.8% 94.5% 3.65 

2. 「災害想定の把握」の内容を施設のスタッフに周知していますか． 93.5% 90.7% 90.8% 2.65 

3. 「災害想定の把握」の内容を園児の保護者に周知していますか． 55.7% 59.3% 47.9% 5.23 

2. 「防災対応組織」について質問させて頂きます．       

1. 災害時の組織体制が示されていますか． 97.7% 92.4% 95.7% 12.85** 

2. 施設のスタッフの災害時の役割分担が明確に示されていますか． 95.3% 86.4% 95.7% 22.60***

3. 災害時の組織の責任者とその代行順位が示されていますか． 90.8% 80.9% 86.5% 15.13** 

4. 「防災対応組織」の内容を施設のスタッフに周知していますか． 94.2% 87.7% 90.8% 10.21** 

5. 「防災対応組織」の内容を園児の保護者に周知していますか． 33.0% 26.3% 23.3% 7.47* 

3. 「施設のスタッフの参集基準と連絡体制」について質問させて頂きます．      

1. 施設のスタッフの災害時の参集基準（開所時間内，夜間・休日等）が示

されていますか． 
59.2% 51.7% 47.2% 8.98* 

2. 施設のスタッフの連絡先一覧表（緊急連絡先を含む）を作成しています

か． 
95.8% 93.6% 95.7% 1.83 

3. 施設のスタッフへの緊急連絡体制が示されていますか． 93.5% 92.8% 93.3% 0.15 

4. 「施設のスタッフの参集基準と連絡体制」の内容を施設のスタッフに周

知していますか． 
73.6% 72.5% 68.1% 1.96 

5. 「施設のスタッフの参集基準と連絡体制」の内容を園児の保護者に周知

していますか． 
18.5% 12.7% 13.5% 5.21 

4. 「関係機関との連絡体制」について質問させて頂きます．      

1. 関係機関の連絡先一覧表（緊急連絡先を含む）を作成していますか． 92.5% 84.3% 89.0% 12.52** 

2. 関係機関への緊急連絡体制が示されていますか． 87.8% 80.9% 85.9% 6.44* 

3. 「関係機関との連絡体制」の内容を施設のスタッフに周知しています

か． 
82.0% 72.9% 73.6% 10.89** 

4. 「関係機関との連絡体制」の内容を園児の保護者に周知していますか． 25.7% 16.9% 20.2% 7.87* 

5. 「平常時の防災教育」について質問させて頂きます．      

1. 施設のスタッフの災害に関する研修について示されていますか． 81.5% 78.8% 76.1% 2.58 

2. 年間安全計画（交通安全計画や生活安全計画を含む）を作成しています

か． 
87.6% 91.9% 96.3% 11.98** 

3. 園児の防災教育について示されていますか． 89.9% 92.4% 92.6% 1.94 

4. 「平常時の防災教育」の内容を施設のスタッフに周知していますか． 90.1% 94.5% 93.3% 4.96 

5. 「平常時の防災教育」の内容を園児の保護者に周知していますか． 57.8% 69.1% 52.8% 12.76** 



 

 

 
 

表 1 幼保施設のタイプと防災対策の実施率（続き） 

 保育所 幼稚園 子ども園 χ2 

6. 「平常時の避難訓練」について質問させて頂きます．      

1. 避難訓練年間計画を作成していますか． 99.3% 98.7% 98.8% 0.79 

2. 園児に事前に周知しない避難訓練を行っていますか． 93.4% 80.1% 89.0% 31.17***

3. 施設のスタッフに事前に周知しない避難訓練を行っていますか． 62.7% 32.6% 58.9% 62.19***

4. 地震と火災以外の災害を想定した避難訓練を行っていますか． 91.3% 78.0% 82.8% 28.00***

5. 保護者と連携した情報伝達訓練（引き渡し訓練など）を行っています

か． 
44.2% 60.6% 41.1% 21.46***

6. 消防署や地域防災センター等と連携していますか． 93.2% 86.9% 90.2% 8.53* 

7. 地域住民と一緒に行う避難訓練に施設として参加していますか． 24.6% 12.3% 16.6% 17.36***

8. 避難訓練実施記録（評価・改善策を含む）を保管していますか． 99.5% 78.8% 93.3% 116.04***

9. 「平常時の避難訓練」の内容を施設のスタッフに周知していますか． 98.6% 97.0% 98.2% 2.27 

10. 「平常時の避難訓練」の内容を園児の保護者に周知していますか． 56.2% 64.0% 54.0% 5.27 

7. 「施設内避難経路図と防災マップ」について質問させて頂きます．      

1. 施設内避難経路図を作成していますか． 91.4% 74.6% 86.5% 40.81***

2. 近隣の防災マップを作成していますか． 62.1% 34.7% 46.0% 53.89***

3. 第 2 避難場所（地域の避難所など）への避難経路を散歩時などに確認し

ていますか． 
92.1% 70.8% 73.6% 71.57***

4. 地域の避難先一覧表を作成していますか． 59.2% 39.0% 44.2% 31.76***

5. 「施設内避難経路図と防災マップ」の内容を施設のスタッフに周知して

いますか． 
76.3% 59.3% 68.1% 23.89***

6. 「施設内避難経路図と防災マップ」の内容を園児の保護者に周知してい

ますか． 
38.4% 21.6% 26.4% 24.68***

8. 「平常時の施設の安全管理」について質問させて頂きます．      

1. 安全点検実施記録（改善策を含む）を保管していますか． 97.7% 86.9% 92.0% 37.34***

2. 定期的に避難経路，避難場所の安全性を確認していますか． 96.2% 90.7% 92.6% 10.18** 

3. 「平常時の施設の安全管理」の内容を施設のスタッフに周知しています

か． 
93.2% 89.4% 85.3% 10.56** 

4. 「平常時の施設の安全管理」の内容を園児の保護者に周知しています

か． 
33.3% 28.4% 24.5% 5.37 

9. 「備蓄物資と非常時持ち出し品」について質問させて頂きます．      

1. 非常時に備えて物資を備蓄していますか． 89.9% 54.7% 75.5% 125.97***

2. 備蓄物資の定期的管理を行っていますか． 88.7% 54.7% 74.8% 114.09***

3. 非常時持ち出し品の準備を行っていますか． 90.2% 73.7% 71.8% 50.42***

4. 「備蓄物資と非常時持ち出し品」の内容を施設のスタッフに周知してい

ますか． 
84.3% 66.5% 67.5% 40.35***

5. 「備蓄物資と非常時持ち出し品」の内容を園児の保護者に周知していま

すか． 
22.7% 19.1% 18.4% 2.17 

10. 「災害発生後の対応と保護者への引き渡し」について質問させて頂きま

す． 
      

1. 一日の保育スケジュールに沿った災害対応について示されていますか． 55.7% 61.4% 52.1% 3.76 

2. 保護者への連絡・引き渡し対応について示されていますか． 69.6% 85.2% 74.2% 21.06***

3. 防災用の引き渡しカードを作成していますか． 46.8% 54.7% 43.6% 5.82 

4. 緊急時の通信手段（災害伝言ダイヤルに登録するなど）を確保していま

すか． 
59.5% 59.7% 59.5% 0.004 

5. 「災害発生後の対応と保護者への引き渡し」の内容を施設のスタッフに

周知していますか． 
73.5% 81.8% 68.1% 10.44** 

6. 「災害発生後の対応と保護者への引き渡し」の内容を園児の保護者に周

知していますか． 
59.2% 71.6% 57.7% 12.5** 

11. 「災害時の心のケア」について質問させて頂きます．      

1. 災害時の心身の症状について記述されていますか． 23.4% 22.9% 19.0% 1.41 

2. 園児の心のケア対策について記述されていますか． 23.7% 24.2% 19.0% 1.81 

3. 施設のスタッフの心のケア対策について記述されていますか． 18.3% 14.0% 11.0% 5.98 

4. 「災害時の心のケア」の内容を施設のスタッフに周知していますか． 19.5% 20.3% 17.2% 0.66 

5. 「災害時の心のケア」の内容を園児の保護者に周知していますか． 9.4% 8.9% 6.1% 1.73 

*: p < .05, **: p < .01, ***: p < .001 
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図 1 幼保施設における防災対策の実施率 
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保育所，幼稚園，子ども園間の実施率間の相関係数を

求めたところ，非常に高い正の相関が示された（r = .92 
~ .98, ps < .001），三施設間の防災対策の全体的な特徴に

は極めて高い類似性が示されたことから，三施設の結果

を平均したデータを分析した．各質問項目の実施率が高

いものから順に並び替えた結果を図 1 に示す． 
幼保施設の防災マニュアルに最も多く記載されていた

ものは「6-1 避難訓練年間計画の作成」で 99%の実施率で

あった．一方，最も実施率が低かったのは「11-5 「心の

ケア」対策の保護者への周知」（9%）であった． 
各質問項目に対して二項検定を行った結果，「6-3 スタ

ッフに事前に周知しない避難訓練の実施」（55%）以上

の平均実施率を示した 42 項目（質問項目全体の 72%：図

1 で黒色棒グラフ表記）は，当該項目に対する防災対策

を行っている施設が有意に多かった（ps < .05）． 
その一方，「7-6 「施設内避難経路図と防災マップ」の

保護者への周知」（39%）以下の平均実施率を示した 12 
項目（質問項目全体の 21%：図 1 で白色棒グラフ表記）

は当該項目に対する防災対策を行っていない施設が有意

に多かった（ps < .05）． 
「7-2 近隣の防災マップの作成」（53%），「7-4 地域

の避難先一覧表の作成」（52%），「6-5 保護者と連携し

た情報伝達訓練（引き渡し訓練など）の実施」（48%），

「10-3 防災用の引き渡しカードの作成」（48%）は，防

災対策を行っている施設と行っていない施設の数が拮抗

していた（ps = ns）（図 1 で灰色棒グラフ表記）． 

 
(2) 幼保施設のタイプと災害リスク認知 

施設のタイプに関する質問項目と災害リスク認知に関

する質問項目への回答に不備がなかった 1023 施設からの

回答を分析した（内訳は保育所 611 施設，幼稚園 237 施
設，認定こども園 175 施設）． 

幼保施設のタイプと災害リスクの選択率を表 2 に示す．

選択率は各質問項目に対する「はい」の回答数を施設数

で割ったものである．保育所，幼稚園，認定子ども園の

災害リスク認知の特徴を調べるために，χ2 検定で，各災

害リスクを選択した施設数を比較したところ，14 項目中

1 項目で有意差が認められた（p < .05）．そのうち，災害

リスクを選択した施設数が他の施設よりも有意に多かっ

たのは，保育所 1項目であった（表 2で灰色塗りつぶし）． 
 

表 2 施設のタイプと災害リスクの選択率 

災害 保育所 幼稚園 子ども園 χ2 

暴風 84.6% 81.0% 82.3% 1.78 

竜巻 75.5% 72.2% 72.0% 1.45 

豪雨 83.8% 77.2% 81.7% 5.00 

豪雪 35.4% 30.0% 39.4% 4.18 

洪水 52.2% 43.0% 49.7% 5.75 

土砂崩れ 20.6% 18.1% 20.6% 0.69 

土石流 13.6% 10.1% 10.9% 2.03 

高潮 8.2% 13.1% 10.9% 4.92 

地震 95.6% 95.4% 96.0% 0.10 

津波 27.2% 26.6% 22.3% 1.70 

噴火 10.0% 9.3% 13.1% 1.84 

地滑り 17.0% 16.5% 12.0% 2.58 

大規模火災 69.6% 63.7% 64.0% 3.66 

原子力災害 19.5% 17.7% 11.4% 6.05* 

*: p < .05 

 
保育所，幼稚園，認定子ども園間の選択率間の相関係

数を求めたところ，非常に高い正の相関が示された（r 
= .990 ~ .994, ps < .001），三施設間の災害リスク認知の全

体的な特徴には極めて高い類似性が示されたことから，

三施設の結果を平均したデータを分析した．各質問項目

の選択率が高いものから並び替えた結果を図 2 に示す． 
最も多くの幼保施設が被災するリスクがあると回答し

たのは「地震」で 96%の選択率であった．一方，最も選

択率が低かったのは「高潮」と「噴火」で 10%であった． 
各質問項目に対して二項検定を行った結果，「大規模

な火災」（67%）以上の選択率を示した 5項目（図 2で黒

色棒グラフ表記）は，当該項目を選択した施設が有意に

多かった（ps < .001）． 
一方，「豪雪」（35%）以下の平均実施率を示した 8項

目（図 2 で白色棒グラフ表記）は当該項目を選択しなか

った施設が有意に多かった（ps < .001）． 
「洪水」（50%）は，選択した施設と選択しなかった

施設の数が拮抗していた（図 2 で灰色棒グラフ表記）． 

 

 

図 2 幼保施設における災害リスクの選択率  

 
 
(3) 災害リスク認知と防災対策の結びつき 

 災害リスク認知と防災対策の結びつきを検討するため

に，はじめに，それぞれの質問項目に「はい」と回答し

た項目を 1 点に換算して合計得点を求めた．内的整合性

を確認するために，Kuder-Richerdson 20 (KR20) 係数を算

出したが，災害リスク認知では 0.65，防災対策尺度では

0.90 だったことから，十分な内的整合性が示された． 
 災害リスク認知得点の記述統計量（n = 1023）は，平均

5.99，標準偏差 2.33，最小値 0，最大値 14 で，防災マニ

ュアル充実度得点の記述統計量（n = 972）は平均 38.92，
標準偏差 8.66，最小値 5，最大値 58 だった．いずれの得

点もヒストグラムから正規分布していることを確認した． 
次に，施設のタイプによって災害リスク認知に違いが
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あるかを調べるために，施設のタイプを独立変数，災害

リスク認知合計得点を従属変数とした一要因分散分析を

行った．その結果，施設のタイプの主効果は示されなか

った（F (2, 1020) = 2.68, ns）．同様の分析を防災マニュア

ル充実度得点に行ったが，施設のタイプの主効果が示さ

れた（F (2, 969) = 18.07, p < .001）．多重比較（Bonferroni
法）の結果，保育所（M = 40.28）は，幼稚園（M = 36.79）
と子ども園（M = 37.20）よりも得点が高かったが（ps 
< .001），幼稚園と子ども園間には差異はなかった． 
最後に，施設のタイプ，災害リスク認知，防災対策に

関する質問項目の回答に不備がなかった 874 施設（内訳

は保育所 514施設，幼稚園 211 施設，認定こども園 149施
設）のデータを用いて，災害リスク認知合計得点と防災

マニュアル充実度得点の相関係数を求めた．その結果，

保育所 r = .13（p < .01），幼稚園 r = .29（p < .001），子

ども園 r = .22（p < .01），全体 r = .20（p < .001）だった． 

 

(4)幼保施設の基本情報 

分析対象となった 1,179 施設の基本情報を示す（表 3）．

全ての都道府県から回答を得たが，最も多かったのは，

東京都で全体の 7.5％だった．子どもたちの人数は 100～
199人が最も多く全体の 37.5％だった．避難の際にスタッ

フの配慮が必要な子どもの人数は，0～1 人が最も多く

37.0％だったが，10 人以上と回答した施設も 16.1％存在

した．スタッフは 20～29 人の施設が最も多く全体の

32.2％，次に多かった 10～19 人と合算すると全体の

60.4％を占めた．施設のある市町村に居住しているスタ

ッフの割合で最も多い回答は 8 割で 43.1%だった． 
地域連携活動を行っている施設は 77.4%，地域の災害

避難場所に指定されている施設は 19.7%，被災経験があ

る施設は 18.1%，臨床心理士と連携した活動経験がある

施設は 23.1%だった．避難訓練の回数は毎月一回が最も

多く 63.5%，物資の備蓄は一日分が最も多く 28.7%だった． 

 
表 3 幼保施設の基本情報 

1. 施設は，幼稚園・保育所・認定こども園のどちらに該当しますか． 

幼稚園（268），保育所（697），認定子ども園（保育所型）（38），認定子ども園（幼稚園型）（27），認定子ども園（幼保

連携型）（129），認定子ども園（地方裁量型）（2），未記入（18） 

2. 施設の所在地域について教えてください． 

北海道（52），青森県（22），岩手県（22），宮城県（32），秋田県（11），山形県（14），福島県（19），茨城県（33），

栃木県（23）群馬県（24），埼玉県（39），千葉県（43），東京都（88），神奈川県（48），新潟県（24），富山県（24），

石川県（12），福井県（15），山梨県（13），長野県（20），岐阜県（18），静岡県（35），愛知県（56），三重県（11），

滋賀県（22），京都府（18），大阪府（54），兵庫県（37），奈良県（8），和歌山県（6），鳥取県（10），島根県（16），

岡山県（25），広島県（28），山口県（17），徳島県（10），香川県（10），愛媛県（19），高知県（9），福岡県（42），佐

賀県（11），長崎県（25），熊本県（31），大分県（14），宮崎県（20），鹿児島県（25），沖縄県（18），未記入（6） 

3. 子どもたちの人数を教えてください． 

1～49 人（204：〇＝62，△＝126，□＝16）， 50～99 人（397：〇＝75，△＝283，□＝39），100～199 人（434：〇＝66，△

＝266，□＝102），200～299 人（86：〇＝44，△＝18，□＝24），300 人以上（35：〇＝20，△＝2，□＝13），未記入（5） 

4. 子どもたちの中に，避難の際に，特にスタッフの配慮が必要な子どもは何人いますか（例えば，身体障害があって，避難の際

にスタッフの手助けが必要な子ども など）． 

0～1 人（416：〇＝114，△＝235，□＝67），2～3 人（259：〇＝66，△＝150，□＝43），4～5 人（151：〇＝44，△＝81，□

＝26），6～7 人（74：〇＝21，△＝40，□＝13），8～9 人（42：〇＝6，△＝29，□＝7），10 人以上（181：〇＝13，△＝

129，□＝39），未記入（39） 

5. スタッフの総数を教えてください． 

1～9 人（157：〇＝101，△＝48，□＝8），10～19 人（326：〇＝100，△＝191，□＝35），20～29 人（373：〇＝40，△＝

280，□＝53），30～39 人（186：〇＝18，△＝113，□＝55），40～49 人（80：〇＝6，△＝46，□＝28），50 人以上（35：〇

＝2，△＝16，□＝17），未記入（4） 

6. 施設のある市町村に居住しているスタッフの割合を教えてください． 

2割（105：〇＝39，△＝52，□＝14），4割（140：〇＝39，△＝83，□＝18），6割（171：〇＝28，△＝112，□＝31），8割

（489：〇＝88，△＝309，□＝92），全員（229：〇＝68，△＝123，□＝38），未記入（28） 

7. 施設は，現在，子育て支援等の地域連携活動を行っていますか． 

はい（888：〇＝203，△＝512，□＝173），いいえ（260：〇＝63，△＝177，□＝20），未記入（13） 

8. 施設は，現在，地域の災害避難場所に指定されていますか． 

はい（928：〇＝215，△＝548，□＝165），いいえ（227：〇＝51，△＝146，□＝30），未記入（6） 

9. 施設では，これまでに災害による被害に遭われた経験がありますか． 

はい（943：〇＝206，△＝577，□＝160），いいえ（209：〇＝60，△＝114，□＝35），未記入（9） 

10. 施設では，これまでに臨床心理士と連携した活動経験をおもちですか． 

はい（265：〇＝66，△＝152，□＝47），いいえ（880：〇＝197，△＝535，□＝148），未記入（16） 

11. 施設で避難訓練は年何回行われていますか． 

半年に一回（年 2 回）（37：〇＝35，△＝0，□＝2），年 3～11 回（180：〇＝152，△＝3，□＝25），毎月一回（年 12 回）

（736：〇＝73，△＝521，□＝142），年 13 回以上（206：〇＝8，△＝171，□＝27），未記入（2） 

12. 非常時に備えて施設には物資が何日分備蓄されていますか． 

備蓄していない（249：〇＝125，△＝78，□＝46），一日分（324：〇＝74，△＝184，□＝66），二日分（186：〇＝26，△＝

127，□＝33），三日分（299：〇＝30，△＝235，□＝34），四日分以上（72：〇＝10，△＝50，□＝12），未記入（31） 

注）括弧内は施設数，〇は幼稚園，△は保育所，□は認定子ども園を示す． 
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(5) 施設長の基本情報と災害に関する態度 
同様に施設長の基本情報を表 4 に示す．施設長の勤続

年数は 1～5 年が最も多く 29.6％，次に 30年以上が 26.5%
であった．施設長としての経験は 1～2 年が最も多く

33.3%であった．災害に強い関心をもっている施設長の割

合は 91.2％，心理学に強い関心をもっている施設長の割

合は 70.8％だった． 
施設長の災害に関する態度を分析するために，元吉ら

7)の尺度のベネフィット認知，コスト認知，主観的規範，

社会考慮，コミュニティ意識，地域防災意図，それぞれ

の平均評定値を求めた．施設のタイプに関する質問項目

と災害に関する態度に関する質問項目への回答に不備が

なかった 1100 施設からの回答を分析した（内訳は保育所

658 施設，幼稚園 254 施設，認定こども園 188 施設）．そ

の結果を表 5に示す．元吉ら 7)の研究では，一般市民を対

象に調査を行っているが，幼保施設の施設長は，地域防

災に関するベネフィット認知，社会的規範，社会考慮，

コミュニティ意識，地域防災意図の得点が高く，コスト

認知が低い傾向が認められた． 
施設のタイプによって災害に関する態度に違いがある

かを調べるために，施設のタイプを独立変数，災害に関

する態度平均評定値を従属変数とした一要因分散分析を

行った．その結果，施設のタイプの主効果が主観的規範

（F (2, 1097) = 3.28, p < .05）と地域防災意図（F (2, 1097) 
= 5.80, p < .01）で示された．多重比較（Bonferroni 法）を

行ったところ，主観的規範では，幼稚園の施設長は子ど

も園の施設長よりも主観的規範の平均値が高かった（p 
< .05）．地域防災意図は，保育所の施設長は幼稚園の施

設長よりも地域防災意図の平均値が高かった（p < .01）． 

 
(6) 防災対策に力を入れている幼保施設の特徴 

本多・村松 4)同様に，基本情報等の指標を使用して，

防災対策に力を入れている幼保施設の特徴を重回帰分析

で調べた．災害リスク認知合計得点，施設のタイプと所

在値の指標を除いた基本情報に関する指標，そして施設

長の基本情報と災害に対する態度の指標を説明変数，防

災マニュアル充実度得点を目的変数とする重回帰分析

（強制投入法）を行った．基準情報の指標は「はい」を

「1」，「いいえ」を「0」としてコード化して分析した．

上記の質問項目への回答に不備がなかった 755 施設から

の回答を分析した（内訳は保育所 433施設，幼稚園 188施
設，認定こども園 134施設）．結果を表 6に示す（有意な

寄与が認められた因子は灰色塗りつぶし）． 
幼保施設全体の説明率は R2 = .32（F (21,733) = 16.10, p 

< .001）だった．災害リスクを多く想定している施設（β 
= .11, p < .01），地域連携活動を行っている施設（β = .11, 
p < .01），臨床心理士との連携経験がある施設（β = .08, p 
< .05），避難訓練の回数が多い施設（β = .14, p < .001），

備蓄物資の量が多い施設（β = .23, p < .001），施設長が災

害への強い関心がある施設（β = .13, p < .001），施設長の

コスト認知が低い施設（β = -.07, p < .05），施設長の主観

的規範が高い施設（β = .18, p < .001）は防災マニュアル充

実度得点が大きくなった， 
保育所の説明率は R2 = .26（F (21,411) = 6.98, p < .001）

だった．地域連携活動を行っている施設（β = .10, p 
< .05），臨床心理士との連携経験がある施設（β = .10, p 
< .05），備蓄物資の量が多い施設（β = .21, p < .001），施

設長の社会的規範が高い施設（β = .21, p < .001）は防災マ

ニュアル充実度得点が大きくなった． 
幼稚園の説明率は R2 = .42（F (21,166) = 5.60, p < .001）

だった．災害リスクを多く想定している施設（β = .19, p 
< .01），子どもの人数が少ない施設（β = -.31, p < .05），

避難訓練の回数が多い施設（β = .28, p < .001），備蓄物資

の量が多い施設（β = .20, p < .01），施設長の経験年数が

長い施設（β = .20, p < .05），施設長の社会考慮が高い施

設（β = .17, p < .05）は防災マニュアル充実度得点が大き

くなった． 

 
表 4 施設長の基本情報 

1. あなたは，現在の幼保施設に勤務されてどれくらいですか． 

1～5 年（341：〇＝91，△＝202，□＝48），5～9 年（125：〇＝25，△＝76，□＝24），10～14 年（107：〇＝21，△＝64，□

＝22），15～19 年（84：〇＝12，△＝55，□＝17），20～24 年（84：〇＝15，△＝46，□＝23），25～29 年（106：〇＝24，

△＝64，□＝18），30 年以上（306：〇＝78，△＝186，□＝42），未記入（8） 

2. あなたは，現在の幼保施設の施設長になられてどれくらいですか． 

1～2 年（374：〇＝83，△＝242，□＝49），3～4 年（247：〇＝48，△＝151，□＝48），5～6 年（117：〇＝27，△＝68，□

＝22），7～8 年（67：〇＝15，△＝44，□＝8）， 9～10 年（63：〇＝14，△＝35，□＝14），10 年以上（256：〇＝76，△＝

129，□＝51），未記入（37） 

3. あなたは，災害に強い関心をお持ちですか． 

はい（1046：〇＝245，△626＝，□＝175），いいえ（101：〇＝21，△＝59，□＝21），未記入（14） 

4. あなたは，心理学に強い関心をお持ちですか． 

はい（809：〇＝189，△＝483，□＝137），いいえ（333：〇＝75，△＝202，□＝56），未記入（19） 

注）括弧内は施設数，〇は幼稚園，△は保育所，□は認定子ども園を示す． 

 
表 5 施設長の災害に関する態度の平均値 

 保育所 幼稚園 子ども園 幼保施設全体 元吉ら（2008） 

ベネフィット認知 4.29 4.23 4.20 4.26 3.69 

コスト認知 3.40 3.44 3.44 3.42 3.61 

主観的規範 3.07 3.13 2.93 3.06 2.33 

社会考慮 3.81 3.72 3.84 3.79 3.20 

コミュニティ意識 3.50 3.45 3.59 3.50 2.87 

地域防災意図 3.86 3.70 3.73 3.80 3.17 
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表 6 防災マニュアル充実度得点に対する重回帰分析の結果 

 保育所 幼稚園 子ども園 幼保施設全体 

 β VIF β VIF β VIF β VIF 

災害リスク認知         

災害リスク認知合計得点 .06 1.10 .19** 1.30 .10 1.32 .11** 1.11 

幼保施設の基本情報         

子どもの人数 -.01 2.06 -.31* 4.37 .19 3.23 -.04 2.25 

配慮が必要な子どもの人数 .04 1.05 .09 1.18 .00 1.23 .04 1.06 

スタッフの総数 -.01 2.03 .07 3.66 -.17 3.05 -.04 2.23 

施設のある町に住むスタッフの割合 -.02 1.08 -.06 1.25 -.07 1.29 -.02 1.06 

地域連携活動の有無 .10* 1.12 .08 1.16 .20* 1.23 .11** 1.07 

災害避難場所の指定の有無 -.01 1.07 -.02 1.14 -.09 1.31 -.01 1.06 

被災経験の有無 .07 1.09 -.02 1.10 -.01 1.38 .05 1.04 

臨床心理士との連携経験の有無 .10* 1.10 .03 1.20 .08 1.14 .08* 1.07 

避難訓練の回数 .09 1.06 .28*** 1.22 .15 1.47 .14*** 1.29 

備蓄物資の量 .21*** 1.13 .20** 1.26 .35*** 1.28 .23*** 1.17 

施設長の基本情報         

勤続年数 .03 1.29 -.08 1.88 .06 1.93 .01 1.39 

施設長の経験年数 -.04 1.32 .20* 2.28 -.24* 1.75 -.04 1.49 

 災害への強い関心の有無 .08 1.21 .13 1.32 .13 1.45 .13*** 1.16 

 心理学への強い関心の有無 .08 1.23 -.00 1.24 .12 1.51 .05 1.21 

施設長の災害に関する態度         

ベネフィット認知 -.04 1.47 .05 1.72 -.11 2.09 -.02 1.55 

コスト認知 -.08 1.10 -.07 1.17 -.06 1.26 -.07* 1.09 

主観的規範 .21*** 1.34 .13 1.64 -.12 1.44 .18*** 1.31 

社会考慮 -.03 1.59 .17* 1.65 .28** 1.76 .07 1.51 

コミュニティ意識 .05 1.63 .09 1.62 -.11 1.44 .03 1.51 

地域防災意図 .08 1.82 -.11 2.15 .04 2.36 .03 1.90 

R2 .264*** .415*** .461*** .316*** 

*: p < .05, **: p < .01, ***: p < .001 
 

子ども園の説明率は R2 = .46（F (21,112) = 4.57, p < .001）
だった．地域連携活動を行っている施設（β = .20, p 
< .05），備蓄物資の量が多い施設（β = .35, p < .001），施

設長の経験年数が短い施設（β = -.24, p < .05），施設長の

社会考慮が高い施設（β = .28, p < .01）は防災マニュアル

充実度得点が大きくなった． 
 

 

４．考察 

 
本研究は，我が国の幼保施設の災害リスク認知と防災

対策を調べた．その結果，（1）保育所，幼稚園，認定子

ども園の災害リスク認知と防災対策の傾向は類似してい

ること，（2）災害リスク認知では施設のタイプによる違

いがほとんど認められないこと，（3）保育所は他の施設

よりも防災対策が充実していることが明らかとなった． 
災害リスク認知では，6割以上の幼保施設が，地震，暴

風，豪雨，竜巻，大規模な火災の災害リスクを認知して

いた．暴風，豪雨，竜巻の結果は，主として台風による

被害を反映していると考える．この結果から，我が国の

幼保施設の災害リスク認知は，地震，台風，火災という

施設の立地の影響が少ない災害が一般リスク，立地の影

響を受けやすい災害（河川沿いならば洪水など）が特殊

リスクとして構成されていると考える．災害リスク認知

や施設長の災害に対する態度には幼保施設のタイプによ

る明確な差異は観察することができなかった． 

防災対策では，保育所の防災マニュアルが他の施設よ

りも充実しているというこれまでの調査 3), 4)と一致する知

見が得られた．幼稚園，保育所，認定子ども園では，所

轄官庁が異なることから，設置の目的や根拠となる法令

が課せられている義務も異なる．例えば，避難訓練は，

幼稚園では消防法 8条に基づいて年 2回以上の避難訓練を

実施すること，保育所では児童福祉施設最低基準の第 6
条において月 1 回の実施が義務づけられている．このよ

うな差異が保育所の防災マニュアルの充実に寄与してい

ると考えるが「災害発生後の対応と保護者への引き渡し」

に関する事柄は幼稚園が充実していた．清水・千葉 3）は，

地震発生から保護者への引き渡しまでを見通したマニュ

アルを作成している割合は，幼稚園が保育所よりも高か

ったことを報告している．したがって，この結果は，清

水・千葉 3）と一致している．これは，幼稚園の防災対策

の特色・強みとして捉えることができる． 
 そして，これまでの調査 3), 4)からは，災害時の心のケア

に関する内容が防災マニュアルに記載されていないこと

が指摘されているが，本調査でも同様の結果が得られた．

さらに，「災害想定の把握」，「平常時の防災教育」，

「平常時の避難訓練」，「災害発生後の対応と保護者へ

の引き渡し」を除く，幼保施設の防災対策の内容は保護

者に周知されていないことが明らかとなった．したがっ

て，本多・村松 4）が報告した，保護者との情報共有に課

題があるという知見は全国調査でも確認された． 
さらに，本研究では，防災対策に力を入れている幼保

施設の特徴を調べたが，その結果，「災害リスクを多く

想定している」，「地域連携活動を行っている」，「臨
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床心理士との連携経験がある」，「避難訓練の回数が多

い」，「備蓄物資の量が多い」，「施設長が災害への強

い関心がある」，「施設長のコスト認知が低い」，「施

設長の社会的規範が高い」という特徴がある施設は防災

マニュアル充実度得点が大きくなった．地域連携活動の

有無，避難訓練の回数，そして備蓄物資の量に関する知

見は本多・村松 4）と一致した．元吉ら 7）では，社会的規

範が地域防災意図に寄与したことが報告されていること

から，施設の地域連携や施設長の災害に対する積極的な

姿勢が防災対策に影響すると解釈できる．しかしながら，

防災対策に寄与する要因は，施設のタイプによって異な

ることも示唆された．保育所と比べて，幼稚園は 188 施

設，認定子ども園は 134 施設のデータから得られた知見

である．したがって，結果の安定性・一貫性には不安が

あることから，サンプル数を増やして検討する必要があ

る．また，本研究では，子どもの人数やスタッフの総数

など，幼保施設の規模の影響は検討したものの，経営主

体の種類（公営か私営か）の違い，幼保施設が創立され

てからの年数，建物の建築年数等については検討してい

ない．これらの要因は，研究対象となるサンプルの代表

性に関して詳細な情報を提供するだけでなく，幼保施設

の防災対策にも影響する可能性がある．したがって，今

後の研究では，これらの要因を検討することが望ましい

だろう． 
本研究の課題を三つ述べる．一つ目はサンプリング・

バイアスである．防災対策に力をいれていない幼保施設

は，本研究に協力しなかったことが予測される．したが

って，本研究の結果は，実際よりも，幼保施設の防災対

策の実施率等が高めに算出されている可能性がある．実

際，施設長の災害に対する態度は，一般市民の結果 7)よ

りも高かった．施設長の防災意識は一般市民よりも高い

かもしれないが，防災意識がもともと高い人々から得ら

れた結果かもしれない．二つ目は本研究には認可外保育

施設の結果が含まれていないことである．我が国には，

おおよそ 6,500施設の認可外保育施設が存在し，入所児童

は 15 万人以上いると報告されている 10)．今後の研究では

認可外保育施設に関する知見も必要だろう．三つ目は，

本研究では，地域による防災対策の違いまでは明確にで

きなかったことである．都市と地方ではライフスタイル

が異なることから，幼保施設に求められる役割が異なる

かもしれない．地域による災害リスク認知と防災対策の

違いやその規定要因を明らかにすることは我が国の防災

力向上において重要である．今後，そのような研究を行

う場合，本研究が得た災害リスク認知と防災対策の全国

平均の結果は，地域の災害リスク認知と防災対策の特徴

を理解する際に活用できるだろう． 
本研究には，これらの課題があるが，我が国の幼保施

設の災害リスク認知と防災対策の実態，防災対策に力を

入れている幼保施設の特徴について全国調査によってア

プローチしており，我が国の幼保施設の防災力の向上に

資する知見を得ることができたのではないかと考える．

特に，本研究は，全国調査によって，我が国の幼保施設

の災害リスク認知と防災対策の全体的な傾向に関する知

見を得た．今後，同様の調査を様々な地域で実施し，本

研究と比較することで，地域ごとに幼保施設の防災対策

の克服すべき課題を明確化できる可能性がある．  
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